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2022年6月6日 

 

パーミ ッ ショ ン レ ス型ステーブルコ イ ン の本邦取扱いに向けて 

 

一般社団法人 日本暗号資産取引業協会 

 

 

 一般社団法人日本暗号資産取引業協会（ 以下「 当協会」 と いう 。 ） は、 金融審議会「 資金決

済ワーキン グ・ グループ」 及び本「 デジタ ル・ 分散型金融への対応のあり 方等に関する 研究

会」 （ 以下、 こ れら を 総称し て「 本研究会等」 と いう 。 ） が設置さ れた当初から 、 本研究会等

における 議論の動向を 注視し ており 、 本邦における パーミ ッ ショ ン レ ス型ステーブ ルコ イ ン の

取扱いに向けた議論を 様々なステーク ホルダーの方々と 行っ てき た。 2022年3月4日には「 安定

的かつ効率的な資金決済制度の構築を 図る ための資金決済に関する 法律等の一部を 改正する 法

律案」 （ 以下「 改正法案」 と いう 。 ） が国会に提出さ れ、 ステーブ ルコ イ ン を 取り 扱う 事業者

を 念頭に置いた「 電子決済手段等取引業」 等の制度が新たに導入さ れている 。  

 

 当協会においては、 従前の議論及び改正法案の内容を 踏まえつつ、 暗号資産交換業の自主規

制団体と し ての実務的視点から 、 今後パーミ ッ ショ ン レ ス型ステーブルコ イ ン を 取り 扱う 事業

者に対し て適用さ れ得る 下部法令の立案や監督上の運用に際し て留意いただき たい点につい

て、 以下のと おり 意見する 。  

 

１  イ ノ ベーショ ン 支援と マネー・ ロ ーン ダリ ング及びテロ 資金供与対策のバラ ン ス 

 

暗号資産の文脈ではある も のの、 当協会においては、 足元の国際情勢等も 踏まえ、 自主規制規

則等の一部改正を 行い、 利用者の依頼を 受けて暗号資産の送付を 行う 暗号資産交換業者は、 送

付依頼人と 受取人に関する 一定の事項を 送付先と なる 受取人側の暗号資産交換業者に通知し な

ければなら ない、 と する 、 通称ト ラ ベルルールの導入を 順次進めている 。 また、 2022年4月20日

には、 外国為替及び外国貿易法（ 以下「 外為法」 と いう 。 ） を 一部改正する 法律案が通常国会

において成立、 同5月10日に施行開始し ており 、 暗号資産取引が資本取引規制の対象と なっ たほ

か、 暗号資産交換業者には資産凍結措置に係る 確認義務が課せら れるこ と と なっ ており 、 暗号

資産に関し て、 実効的なマネー・ ローン ダリ ン グ及びテロ 資金供与対策（ 以下「 AML/CFT」 と い

う 。 ） が強化さ れている 。  

 さ ら に、 ステーブルコ イ ン の文脈においても 、 後述する FATFガイ ダン ス等において、 ステ ー

ブ ルコ イ ン 取引に対する リ スク 低減の在り 方等が提示さ れているほか、 改正法案においても 、

（ ステーブルコ イ ン を 取り 扱う 事業者である ） 電子決済手段等取引業者に対し て本人確認義務

や暗号資産取引と 同水準のト ラ ベルルールが適用さ れるなど、 国内外において、 ステーブルコ

イ ン に関する 実効的なAML/CFTの対応が求めら れている 。  

 

 こ れに対し て、 世界的なブロ ッ ク チェ ーン 経済圏においては、 その技術を 用いたDX、 フ ィ ン

テッ ク 、 NFT（ 非代替性ト ーク ン ） 、 メ タ バース、 DeFi （ 分散型金融） 、 DAO（ 自律分散型組

織） など様々な形態でのイ ノ ベーショ ン 、 ビ ジネスが勃興し ている 。 例えば、 米国において
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は、 バイ デン大統領が2022年3月9日「 暗号資産の責任ある開発を 確保する大統領令」 （ 注1） に

署名し 、 消費者保護、 金融システムの安定及び不正防止を 関係省庁に命じ る一方で、 急速に発

展するデジタ ル資産に関する領域においてイ ノ ベーショ ンを 支援し 、 技術的リ ーダーシッ プを

維持するこ と を優先事項と し て掲げている。  

 また、 本邦においても 、 2022年４ 月26日に自民党政務調査会デジタ ル社会推進本部（ 本部

長： 平井卓也衆院議員） により 「 デジタ ル・ ニッ ポン2022 ～デジタ ルによる新し い資本主義へ

の挑戦～」 （ 注2） が公表さ れ、 同公表文の中では「 Web3. 0が持つ（ 中略） 特徴は、 新し い資本

主義や、 デジタ ル田園都市国家構想に資すると 想定さ れる」 （ 31頁） と 明言さ れている。 ま

た、 2022年5月26日に開かれた衆議院予算委員会においても 、 岸田首相から 「 Web3. 0時代の到来

を 踏まえて、 （ 中略） 新たなデジタ ルサービスを取り 込んでいく こ と がこ の国の更なる経済成

長の実現につながっ ていく と 確信をし ている」 と の答弁が見ら れた。  

 

 こ のよう に、 暗号資産やステーブルコ イ ンに関し て、 AML/CFTに限ら ず、 顧客保護等の「 守

り 」 の強化は引き 続き 求めら れて然るべき であるも のの、 先述の各国リ ーダーの動向を 見て

も 、 デジタ ル経済における国際競争を 意識し ている こ と は明ら かであり 、 その中心戦略にはブ

ロッ ク チェ ーンやデジタ ル資産を 据えている。 当協会においても 、 こ の「 守り 」 と 「 攻め」 と

し てのイ ノ ベーショ ン支援のバラ ンスが重要である と 認識し ている。  

 

２  P2P取引に対するリ スク ベース・ アプローチでの対応 

 

 FATF（ 金融活動作業部会） は、 2021年10月28日に「 暗号資産及び暗号資産交換業者に対する

リ スク ベース・ アプローチに関するガイ ダンス」 （ 注3） （ 以下「 FATFガイ ダンス」 と いう 。 ）

を 改訂し 、 暗号資産やステーブルコ イ ンに対するFATF基準の適用のほか、 個人間で行われる取

引（ P2P取引） のリ スク 及びリ スク 低減策の在り 方等を 示し ている。  

示さ れたリ スク 低減策の中には、 暗号資産交換業者その他のラ イ センスホルダー以外への送

付を 認めない、 と の方策も 選択肢の一つと し て示さ れているも のの（ 注4） 、 暗号資産交換業者

等に対し てアンホステッ ド ・ ウォ レッ ト （ unhost ed wal l et ） と の取引についてより 厳し い記録

義務等を 課す、 アンホステッ ド ・ ウォ レ ッ ト と の取引を行う 暗号資産交換業者に対するAML/CFT

水準の引上げを行う 等の策が併せて提示さ れており 、 FATFは、 リ スク ベース・ アプローチ（ 以

降「 RBA」 と いう 。 ） の観点から 、 各国当局に対し てあく までも 自国のリ スク に応じ た低減措置

を 講じ るこ と を求めているも のと 思料さ れる。  

 

 FATFは、 ステーブルコ イ ンが一般的な暗号資産と 比べて、 マス・ アダプショ ン（ mass-adopt i

on） さ れやすい特性を 有するこ と から 、 より マネーロンダリ ング及びテロ資金供与のリ スク が

高いと 指摘し ている。 し かし 、 現状のユースケースを 見てみると 、 パーミ ッ ショ ン レス型ステ

 
1 原題 “ Execut i ve Or der  on Ensur i ng Responsi bl e Devel opment  of  Di gi t al  Asset s” （ ht t ps: //

www. whi t ehouse. gov/br i ef i ng-r oom/st at ement s-r el eases/2022/03/09/f act -sheet -pr esi dent -bi den

-t o-si gn-execut i ve-or der -on-ensur i ng-r esponsi bl e-i nnovat i on-i n-di gi t al -asset s/）  
2 ht t ps: //www. j i mi n. j p/news/pol i cy/203427. html  
3 原題 ” Updated Gui dance f or  a r i sk-based appr oach t o Vi r t ual  Asset s and Vi r t ual  Asset  Se

r vi ce Pr ovi der s” （ ht t ps: //www. f at f -gaf i . or g/medi a/f at f /document s/r ecommendat i ons/Updat ed-

Gui dance-VA-VASP. pd）  
4 第106項 d.  “ obl i gi ng VASPs t o f aci l i t at e t r ansact i ons onl y t o/f r om VASPs and ot her  obl i

ged ent i t i es” と の記載がある 。 （ 40頁）  

https://www.jimin.jp/news/policy/203427.html
https://www.fatf-gafi.org/media/fatf/documents/recommendations/Updated-
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ーブルコ イ ンの取引の大半が、 あく まで暗号資産やNFTその他のブロッ ク チェ ーン経済圏での利

用に止まっ ており 、 FATFが危惧する、 日常経済における決済手段と し ての利用には至っ ておら

ず、 今後も （ 特に先進国においては） 引き 続き その可能性は低いと 考えら れる（ 注5） 。  

 

 こ のよう な現状において、 ステーブルコ イ ンのP2P取引やアンホステッ ド ・ ウォ レ ッ ト と の取

引について、 上記のRBAに基づく リ スク 低減措置の枠を 超える一律の規制を、 日本が国際社会に

先駆けて導入し てし まえば、 本邦のブロッ ク チェ ーン経済圏の勢いを削ぎ、 イ ノ ベーショ ン の

芽を 摘んでし まう 懸念があるほか、 日本居住者がAML/CFT規制の緩い国や無登録業者と の取引に

流れてし まい、 監督上の対応や取締り が極めて困難になる等の弊害が大き いと 思われる。  

 

３  結語 

 

 以上のと おり 、 ステーブルコ イ ンのP2P取引への規制の考え方と し て、 AML/CFTの観点が重要

であり つつも 、 あく までRBAに基づいた対応が原則であっ て、 過度な規制は、 規制当局、 事業

者、 利用者三方にと っ て必ずし も 良い影響をも たら さ ない。 また、 顧客保護等に伴う 規制強化

と イ ノ ベーショ ン促進と のバラ ンスを ひと たび誤れば、 今後のデジタ ル経済における我が国の

国際競争において、 現在先行する欧米と の格差が更に広がり かねない。  

 

し たがっ て、 当協会と し ては、 今後の下部法令の立案や監督上の運用においては、 P2P取引を

一律禁止するのではなく 、 イ ノ ベーショ ンに配慮し つつ、 リ スク に応じ たき め細やかな対応

（ 例えば、 前述のト ラ ベルルール運用を はじ め、 事業者による顧客の本人確認やブロッ ク チェ

ーン分析を 用いたモニタ リ ングその他のリ スク 低減措置を 組み合わせた実効性ある 対応） を 図

っ ていく こ と を期待し たい。  

 

以上 

 
5 こ の背景には様々あるも のの、 一つには、 特に先進国における 決済手段の利便性がすでに十分

高いこ と が一因と し て考えら れる。 例えば、 日本においてはク レジッ ト カ ード やI Cカ ード 、 QR

コ ード によっ て、 決済が速やかにその場で完結する こ と から 、 あえて（ 若干の） ボラ ティ リ テ

ィ が存在し 、 ウォ レッ ト 等での管理が必要と なるステーブルコ イ ンを決済に使う 必要がない。  


